


































① に 関 わ る 先 行 研 究 に は，McLure（1984），Miller（1995），Hellerstein（2005），岡 村
（1997）などがある。これらの研究では，まず独立企業原則に関する批判的な考察に加え，
関連者間取引では，非関連者間取引にはない内部取引利益が生じることが検討されてい
る。また，独立企業原則のもとでは，内部取引利益は国家間で配分されないことが指摘さ
れ，それに代わり定式配賦方式が提案されている。
②に関わる先行研究には，Lebowitz（1999），Russo（2005），Herzig and Joisten（2010）な
どがある。これらの研究では，独立企業原則の限界が検討され，また定式配賦方式の問題点
に関しても考察されている。その結論，独立企業原則と定式配賦方式の有用性を兼ね備え
た方法として，PS法の枠組みに含まれる残余利益分割法をLebowitz（1999），Russo（2005）
は提唱し，Herzig and Joisten（2010）はその枠組みを有する貢献度分析法を推奨する。
しかしながら，先行研究では次の点が欠落している。第1に，独立企業原則による場合
に内部取引利益が関係国間で配分されない理由が明確にされていない。第2に，定式配賦
方式及びPS法による場合，内部取引利益が適正に配分される理由の考察が不十分であり，
またその方法のあり方に関しても十分には検討されていない。第3に，内部取引利益は国
家間の課税ベース配分に影響を与えるはずだが，その点に関しても考察されていない。第
4に，経済的二重課税に関して検討が加えられていない。
そこで，本研究では，McLure（1984）で指摘される内部取引利益を援用して，国家間の
「適正」な課税ベース配分の観点から，独立企業原則に基づく移転価格税制は，経済的二重
課税を回避できるが，内部取引利益が存在する場合にはその機能が停止することを明らか
にしている。それに対して，定式配賦方式に準じながらPS法の枠組みを有する貢献度分析
法であれば，経済的二重課税が回避され（第1条件），また，内部取引利益が認められ，過多
過少のない課税ベース配分が可能（第2条件）となるので，国家間の「適正」な課税ベース
配分が結論づけている。
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